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１． 研究計画の概要 
 
 本研究の目的は、自動車および電機産業を
中心に、日本、中国、韓国産業における競争
力構造の現状を分析し、この３国における競
争優位戦略の再構築の方向を明らかにする
ことにある。この目的を達成するために、日
中韓３国の研究者による真の意味での国際
共同研究を組織し、日中韓３国における自動
車および電機メーカー（現地企業および日系
企業）の工場および R&D拠点を可能な限り訪
問し、企業レベルの競争力構造の実態分析を
積み上げるとともに、国レベルの自動車およ
び電機産業の競争力構造を明らかにすると
いう手法をとる。 
 
２．研究の進捗状況 
  

上記の目的を遂行するため、日本国内、韓
国、中国現地調査を実施するとともに、専門
家との意見交流、ヒアリングを実施し、また、
研究代表者、分担者、協力者はそれぞれ分担
してデータ・文献・資料等の収集・整理を行
っている。そして、研究代表者と分担者は定
期的に（月１回を定例としている）意見交換
しているが、協力者との意見交換は、日本に
招聘して国内調査を実施した時（2006年７月
および 2008年７月）、韓国訪問時（毎年８月）、
中国訪問時（毎年８月～９月および３月）に
開催している研究会において、議論を深化さ
せている。そうした議論を通じて、日中韓３
国の研究者がそれぞれの国の立場に影響さ
れて持つ分析視角の相違を突き合わせ、より

客観性の高い分析を導き出すことを狙って
いる。研究開始時点で描いた日中韓における
自動車および電機産業の競争力構造の現状
は以下の通りであった。自動車産業では日本
が競争優位にあり、韓国は輸出の拡大から海
外生産の拡大へと移行する段階にあった。中
国は外資との提携により何とか国内市場に
おける輸入車の増加を防遏する状態にあり、
輸出はまだごく端緒的な段階にあった。これ
に対し、電機産業の状況は大きく異なり、少
なくとも標準的な家電製品の場合、日本では
国内市場もが輸入品の拡大に晒されており、
海外市場においても、韓国製品に対する競争
優位を失いつつあった。韓国は、少なくとも
標準的な家電製品については、世界的な競争
優位をほぼ確立しつつあるが、よりローエン
ドの製品については、中国との競争が熾烈に
なりつつあった。中国は、中国内の標準的な
家電製品についてはほぼ国内市場を確保し
ており、ローエンド製品については輸出を拡
大しつつあった。ところが、現在では、少な
くとも最終製品では日本メーカーを凌ぐ実
力を蓄えている電機にとどまらず、自動車に
おいても韓国メーカーが日本の有力なライ
バルとなりつつある。また、世界的にはとも
かく、少なくとも標準的な家電製品で国内市
場を押さえている中国電機メーカーにとど
まらず、それまで乗用車部門においてはほぼ
外資との合弁メーカーに国内市場を制圧さ
れていたが、この間中国民族系メーカーが台
頭してきたことが注目される。 

昨年秋以降のアメリカ発金融危機の影響
は、これまでの趨勢を一定程度加速化させる
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ことになろう。日本および韓国産業は大きな
打撃を被っている一方で、今年３月に中国を
調査した限りでは、中国においては、輸出産
業への打撃は大きいが、政府による内需主導
への政策的誘導がある程度功を奏している
ようである。それゆえ、まだまだ日本、韓国
との距離は大きいものの、少なくとも中国の
一部企業の中には、数年後には模倣段階から
革新段階への歩みを成功裏に遂行する可能
性が出てきたものもあるといえよう。日本企
業は、電機産業においては研究開発能力や素
材、部品産業においてまだまだ一定の強みを
有しているが、最終製品の競争力は弱まって
おり、そうした電機の歩みを自動車産業がど
のように教訓として生かすかが注目される。 
 こうした日本、韓国、中国産業の競争力構
造の変化に対応して、各々の競争優位戦略も
変化することが予想され、そのことをさらに
解明していきたい。 
 
３．現在までの達成度 
 
＜区分＞ ②おおむね順調に進展している。 
  
 この３年間の研究継続により、まず、日本、
韓国、中国の研究者間の信頼関係と共同研究
体制の構築に成功したことが大きな成果で
ある。さらに、韓国では現代自動車や三星電
子など、また、中国では主要日系工場に加え
て、奇瑞、吉利、華晨、北京福田、ハイアー
ル、海信など、当初からターゲットにしてい
た企業・工場の多くを訪問できたことが挙げ
られる。そこで、最終年度に向けた準備はほ
ぼ整ったことからこの評価となった。 
 
４．今後の研究の推進方策 
 
これまでの研究を通じて、先行する日本

に対して、韓国、中国の追い上げが急速で
あることが確認できた。こうした３年間の
研究を踏まえて、今後は以下の方向で研究
を推進していく。 
 
(１)調査継続期間である 2009 年度は、これ
まで訪問できなかったところとこの間の状
況の変化を受けて再訪問する必要があると
ころを調査する。これまで訪問できなかっ
たところの例は、例えば韓国の LG や中国
の長安汽車、BYD 等が挙げられる。 
(２)最終的な成果報告書の作成である。こ
れは研究代表者、分担者、協力者がそれぞれ
分担して執筆することになる。 
(３)最終的な成果報告書を踏まえて、出版の
準備をする。また、学会発表やインターネッ
トその他の手段により、広く社会に還元する。 
 
５. 代表的な研究成果 

（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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